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３１家計
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

経常収入
（勤労者世帯）

（円）

世帯主の配偶者
の収入

（勤労者世帯）
（円）

消費支出
（勤労者世帯）
（円）

１世帯当たり貯蓄
現在高（２人以
上の一般世帯・勤
労者世帯）（千円）

全 国 ５４０４３１ ５２９４９ ３３５０４２ １１９１２

北 海 道 ５３５７７３ ３６００７ ３４２９７５ ９５０５
青 森 県 ４９０７３０ ４１５６４ ３１９０９７ ８３４４
岩 手 県 ４８７８４２ ３４３０９ ３０９４２２ １０３５５
宮 城 県 ４８６９０９ ３３１４４ ３０８７６４ １００１４
秋 田 県 ５７６１９９ ５０７２２ ３０６９９５ ８２６６

山 形 県 ５６１９５１ ８９１７９ ３５２５９０ １０７８３
福 島 県 ６３３６６４ ５９２９５ ３７４３６４ １００８４
茨 城 県 ５８０３７４ ６３２１５ ３４７８００ １２７３８
栃 木 県 ５１８２６６ ４６６８２ ３２９９１５ １２８８０
群 馬 県 ３８７１４２ ３６３３１ ３１３５３９ １３２８７

埼 玉 県 ５７３０６２ ６２８００ ３７３２３８ １２２８５
千 葉 県 ５０３１００ ３９６５８ ３４３４５８ １２９７８
東 京 都 ５６７６７８ ４７６８７ ３６２２６８ １３１１９
神 奈 川 県 ５７９８８５ ３９８６５ ３４９４５８ １３７８６
新 潟 県 ５８３９７４ ７８２１５ ３２５４６１ １２３９６

富 山 県 ６９９１６７ ８８１９１ ４１４４５７ １４２６２
石 川 県 ６２９７１１ ５４９５５ ３８６０７７ １４４３１
福 井 県 ５８１２７６ ７２６４０ ３１４２４９ １５９５３
山 梨 県 ５９９１９９ ７８３４２ ３６３２１０ １０８５１
長 野 県 ５３６２３５ ６８１８５ ３３９９５７ １２５６６

岐 阜 県 ５４５８６８ ３３７２２ ３３５５１１ １５９１６
静 岡 県 ５５９９８９ ５９９３２ ３４２４９２ １３１７９
愛 知 県 ５４２１２８ ４９９５５ ３２４８２７ １３２３８
三 重 県 ５７１５０２ ５４３４３ ３２４４５６ １３０３０
滋 賀 県 ５０１４３５ ４６９８９ ３５７２０６ １３５６０

京 都 府 ５４１０７６ ３８９１３ ３３１８１２ １２１５４
大 阪 府 ４９０７４９ ３７０２６ ３１８７８２ １１３８２
兵 庫 県 ４６２８８２ ２５７１９ ３２７４４９ １１８４２
奈 良 県 ５５８２２３ １９１７４ ３８４２３０ １２９７１
和 歌 山 県 ５１６７３７ ３３７１８ ３０２７２０ １０９０１

鳥 取 県 ４９６９８５ ６８４３８ ３１００４４ １１７７１
島 根 県 ５３４８８２ ５６９０１ ３１４２３１ １０８６５
岡 山 県 ５１１７４４ ３６９４８ ３２８５４２ １３８８６
広 島 県 ５９３３０１ ６８４０９ ３５５２５５ １１５６５
山 口 県 ５７８３８０ １００５３７ ３３３３０８ １０５４１

徳 島 県 ５６２０４１ ８８７６１ ３４０５５０ １１７１６
香 川 県 ５５２８３２ ４７９０２ ３２８３０８ １３９７９
愛 媛 県 ４９５８７９ ４１４７１ ３０７１３２ ９６９３
高 知 県 ５５１２５６ ６３９６１ ３３８２７１ １０００１
福 岡 県 ４９１９９６ ３１０３０ ３５４８２２ １００１８

佐 賀 県 ５８７２３５ ６７５４５ ３５０９４３ １０９５４
長 崎 県 ４１７３６６ ３１８２６ ２９１３２０ ８８９９
熊 本 県 ５５６５５３ ４０１７４ ３３５７６３ ８４６３
大 分 県 ５９８６５８ ５１２４５ ３５２２９１ ９２３３
宮 崎 県 ５５６７７０ ６０１９７ ３１００４５ ６８１３

鹿 児 島 県 ５０８０９６ ４２２４５ ３２７６９１ ８３９０
沖 縄 県 ４３６２６１ ６０００４ ２４９８１０ ５２２８

埼玉県の順位 １４ １４ ５ ２０
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他の 
世帯員収入 
0.5％ 

その他の収入 
5.1％ 

世帯主 
賞与等 
13.6％ 

配偶者 
の収入 
10.8％ 

世帯主定期収入 
69.9％ 

食料 
16.5％ 

教育 
5.9％ 

交通・通信 
12.0％ 

保健医療2.8％ 

被服 
及び履物 
4.3％ 

税金・社会 
保険料等 
18.9％ 

住居 
7.6％ 

その他 
15.6％ 

教養 
娯楽 
9.1％ 

実収入 
579,944円 

実支出 
460,393円 光熱・水道 

4.5％ 
家具・家事 
用品 2.7％ 

１世帯当たり１か月間の収入と支出（さいたま市・勤労者世帯）（平成１３年平均）

資料：「家計調査年報」総務省統計局

概要
「家計調査年報」によると、平成１３年の
さいたま市の勤労者世帯の経常収入（１か
月間・年平均）は、前年よりも７，５２８円減
少して５７３，０６２円となりました。そのうち、
世帯主の配偶者の収入は、前年より３１，８７７
円増えて６２，８００円となりました。また、消
費支出は、前年よりも１８，７０５円減少して
３７３，２３８円となりました。
項目別に勤労者世帯の実収入をみると、
世帯主による収入が、実収入の８３．５％を占
めています。また、実支出では食料費が
７６，１３８円で、エンゲル係数（消費支出に占
める食料費の割合）は２０．４％でした。
「全国消費実態調査報告」によると、平
成１１年の埼玉県の勤労者世帯の１世帯当た
り現在貯蓄高は１，２２９万円で全国第２０位で
した。

勤労者世帯
世帯主が、会社・官公庁・学校・工場・
商店などに雇用されている世帯。ただし、
会社団体の役員である場合を除く。

経常収入・実収入
勤め先収入、事業・内職収入など定期性

のある収入を「経常収入」といい、これと
受贈金などの特別収入の合計を「実収入」
という。

消費支出・実支出
日常生活を営むに当たり、必要な商品や

サービス等を購入して支払った現金支出、
カード・商品券等を用いた支出、仕送り金
や贈与金等の支出の合計を「消費支出」と
いい、消費税等も含む。これと直接税や社
会保険料等の世帯の自由にならない支出
（非消費支出）の合計を「実支出」という。

２人以上の一般世帯
住居及び生計をともにしている２人以上

の人の集まり。

※表＊１～３の各都道府県値は、都道府県
庁所在地の数値である。なお、旧浦和市地
域の結果をさいたま市として表章している。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「家計調査年報」総務省統計局
＊４「全国消費実態調査報告・家計収支編」総務省統計局

平成１３年平均
平成１１年９～１１月

毎年
５年
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３２物価
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

消費者物価指数・
総合

（平成１２年＝１００）

消費者物価地域
差指数・持家の帰
属家賃を除く総合
（全国平均＝１００）

消費者物価地域
差指数・食料
（全国平均＝１００）

基準地標準価格・
用途別平均価格・
住宅地
（円／㎡）

全 国 ９９．３ １００．０ １００．０ …

北 海 道 ９８．９ １０３．１ １０３．０ ２６４００
青 森 県 １００．４ １０３．４ １０１．２ ２７６００
岩 手 県 ９９．０ １０１．０ １０１．６ ３７１００
宮 城 県 ９９．３ １０３．６ １０１．５ ４７１００
秋 田 県 ９９．６ １００．４ ９７．５ ２８２００

山 形 県 ９９．５ １０２．７ １０１．７ ３３８００
福 島 県 ９９．３ １０１．８ １０１．５ ３２７００
茨 城 県 ９９．５ １０１．８ １００．８ ５２８００
栃 木 県 ９８．８ １０２．１ ９９．８ ５６３００
群 馬 県 ９９．７ ９９．５ １０１．２ ４８２００

埼 玉 県 ９８．７ １０３．５ １０２．５ １３１０００
千 葉 県 ９８．８ １０２．２ １０１．８ ８７７００
東 京 都 ９８．９ １０９．５ １０７．６ ３０７２００
神 奈 川 県 ９９．１ １０７．７ １０５．３ ２０６４００
新 潟 県 ９９．２ １０１．５ １０１．３ ４１０００

富 山 県 ９８．６ １０２．３ １０４．２ ４９２００
石 川 県 ９９．９ １０２．０ １０３．４ ６２７００
福 井 県 ９８．６ １０１．０ １０３．７ ５１２００
山 梨 県 ９９．４ １０１．２ ９９．２ ４４１００
長 野 県 ９９．０ １０１．０ ９９．１ ３５４００

岐 阜 県 ９８．５ １０１．３ １０２．５ ４６８００
静 岡 県 ９９．１ １０４．９ １０５．３ ８８７００
愛 知 県 ９９．４ １０５．１ １０３．８ １１０１００
三 重 県 ９９．２ １０１．１ １０１．１ ４５５００
滋 賀 県 ９８．８ １００．９ １０２．６ ６１４００

京 都 府 ９９．５ １０４．８ １０７．１ １３６０００
大 阪 府 ９９．４ １０８．０ １０６．５ １８６５００
兵 庫 県 ９８．４ １０３．６ １０２．８ １１３９００
奈 良 県 １００．１ １０２．３ １０１．４ ７８７００
和 歌 山 県 ９９．４ １０２．２ １０５．９ ５７７００

鳥 取 県 ９９．８ １００．６ ９９．４ ３５８００
島 根 県 ９９．４ １０４．２ １０５．４ ２７４００
岡 山 県 ９９．７ １０２．２ １０３．８ ４３７００
広 島 県 ９９．１ ９９．６ ９８．６ ６３１００
山 口 県 ９９．４ １００．４ １００．９ ４１４００

徳 島 県 ９８．９ ９８．３ ９９．３ ５６８００
香 川 県 ９９．５ １００．６ ９９．３ ５８４００
愛 媛 県 ９８．９ ９７．９ １０１．２ ５３５００
高 知 県 ９９．２ １００．８ １０４．３ ５０３００
福 岡 県 ９８．５ １０３．０ １０２．８ ５８６００

佐 賀 県 ９９．０ ９９．１ ９８．２ ２８１００
長 崎 県 ９９．７ １０３．５ １０１．５ ３６４００
熊 本 県 ９９．０ ９９．８ １０１．２ ３６５００
大 分 県 ９９．３ ９９．３ １００．５ ３５３００
宮 崎 県 ９９．２ ９７．９ １０１．２ ３０６００

鹿 児 島 県 ９８．９ １０１．０ １０１．３ ３４０００
沖 縄 県 ９９．０ ９６．９ １００．８ ４９６００

埼玉県の順位 ４２ １０ １８ ５
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主な消費者物価指数（さいたま市・平成１２年＝１００）

資料：「消費者物価指数年報」総務省統計局

概要
「消費者物価指数年報」によると、平成
１３年平均のさいたま市の消費者物価指数
（平成１２年＝１００）は、総合指数が前年より
１．３ポイント下落して９８．７となりました。
全国と同様に平成１０年を頂点に３年連続し
ての下落となっています。一方、主な費目
の中では、教育が毎年上昇する傾向を見せ
ています。
また、平成１３年平均のさいたま市の消費

者物価地域差指数（持家の帰属家賃を除く
総合）は全国を１００とすると１０３．５（東京都
区部を１００とすると９４．５）で全国第１０位でし
た。また、消費者物価地域差指数の食料は
全国を１００とすると１０２．５（東京都区部を１００
とすると９５．３）で全国第１８位でした。
「都道府県地価調査」によると、平成１３
年の埼玉県の住宅地の平均価格は前年より
も７，２００円下落して１３１，０００円でしたが、順
位は同じく全国第５位でした。

消費者物価指数
全国の消費者世帯（農林漁家世帯及び単
身世帯を除く。）が購入する各種の商品（財

とサービス）の価格を総合した平均的な物
価の変動を時系列的に測定するもの。すな
わち、ある時点の世帯の消費構造を基準に、
これと同等のものを購入した場合に要する
費用がどのように変化するかを指数値で示
したもの。基準改定が５年ごとに行われ、
指数に採用する品目とそのウェイトが見直
される。

消費者物価地域差指数
各地域間の物価水準の差を測るための指

数。全国平均基準（＝１００）とした指数と東
京都区部を基準（＝１００）とした指数がある。

持家の帰属家賃
持家の住宅を借家とみなした場合に支払

われるであろう家賃。

※表＊１～３の各都道府県値は、都道府県
庁所在地の数値である。なお、旧浦和市地
域の結果をさいたま市として表章している。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１「消費者物価指数年報」総務省統計局
＊２３「消費者物価地域差指数」総務省統計局
＊４「都道府県地価調査」国土交通省

平成１３年平均
平成１３年平均
平成１４年７月１日

毎年
毎年
毎年
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３３住宅
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

持ち家に住む
一般世帯割合
（％）

１世帯当たり
延べ床面積
（�）

共同住宅に住む
一般世帯割合
（％）

着工新設住宅
戸数
（戸）

全 国 ６１．１ ９１．３ ３７．４ １１７３８５８

北 海 道 ５６．０ ８６．２ ３８．０ ４８７９１
青 森 県 ７０．０ １１８．０ １９．０ １１４８６
岩 手 県 ７０．１ １１８．４ ２０．３ １１１０８
宮 城 県 ６０．１ ９８．６ ３５．５ ２０８３１
秋 田 県 ７７．８ １３５．０ １４．６ ８４９０

山 形 県 ７５．８ １３４．１ １７．５ ８８１５
福 島 県 ６７．９ １１２．０ ２２．３ １５０１０
茨 城 県 ７０．５ １０３．７ ２１．６ ２３９４４
栃 木 県 ６９．３ １０４．４ ２１．９ １８２９６
群 馬 県 ７０．２ １０３．６ ２０．４ １６９６６

埼 玉 県 ６４．６ ８３．６ ３８．８ ６４８７０
千 葉 県 ６３．９ ８６．７ ３９．９ ５９１４４
東 京 都 ４３．７ ６３．０ ６３．８ １５９８０９
神 奈 川 県 ５５．８ ７４．２ ５１．８ １０４２２３
新 潟 県 ７５．２ １２９．０ １９．４ １６４７６

富 山 県 ７９．３ １４６．４ １７．２ ８３９３
石 川 県 ６９．９ １２６．１ ２５．７ ９４１３
福 井 県 ７５．４ １３７．９ １８．１ ６１４８
山 梨 県 ６８．５ １０７．４ ２２．７ ７５９９
長 野 県 ７０．６ １２１．０ １９．５ ２０７５０

岐 阜 県 ７３．１ １１８．７ ２０．３ １６６０６
静 岡 県 ６５．５ ９９．４ ２８．５ ３６４３６
愛 知 県 ５９．３ ９３．５ ４１．１ ７２４０７
三 重 県 ７５．４ １１０．０ １８．０ １５３６７
滋 賀 県 ７３．０ １１８．０ ２４．４ １４４３８

京 都 府 ６１．０ ８３．９ ３５．９ ２３４２０
大 阪 府 ５１．４ ７１．０ ５１．１ ８５４４３
兵 庫 県 ６２．８ ９１．６ ４３．４ ４７９８７
奈 良 県 ７１．１ １０７．９ ２６．６ ９６９７
和 歌 山 県 ７２．５ １０１．５ １８．１ ６７４４

鳥 取 県 ７１．６ １２２．２ １８．３ ５６２７
島 根 県 ７２．４ １２２．３ １８．６ ５３１０
岡 山 県 ６７．５ １０５．９ ２３．１ １４０８９
広 島 県 ６０．９ ９３．６ ３４．４ ２１６４９
山 口 県 ６６．１ １００．４ ２４．３ １０４９６

徳 島 県 ７０．６ １０５．８ ２２．１ ５０７５
香 川 県 ６９．５ １０８．９ ２３．０ ８２４３
愛 媛 県 ６６．１ ９６．８ ２２．９ １０４２１
高 知 県 ６６．４ ９１．５ ２３．１ ６６５９
福 岡 県 ５４．４ ８６．０ ４３．５ ４４３２２

佐 賀 県 ７１．１ １１５．７ １９．３ ５３２２
長 崎 県 ６５．５ ９５．１ ２５．６ ８９１６
熊 本 県 ６５．１ ９８．８ ２６．２ １２５９５
大 分 県 ６４．４ ９８．６ ２７．９ １０４１４
宮 崎 県 ６７．２ ９２．４ ２２．８ ８５２６

鹿 児 島 県 ６６．９ ８４．８ ２３．２ １３６２３
沖 縄 県 ５４．３ ７６．１ ４６．２ １３４６４

埼玉県の順位 ３４ ４２ ９ ５
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世帯主の年齢階級別・住宅の所有関係別世帯数と
持ち家率（平成１２年１０月１日）

資料：「国勢調査」総務省統計局
概要
「国勢調査」によると、平成１２年１０月１
日現在、埼玉県の持ち家に住んでいる一般
世帯の割合（持ち家率）は、前回調査より
１．６ポイント増加して６４．６％となり、全国
第３４位でした。世帯主の年代別に持ち家率
をみると、３０代後半で５０％を超え、４０代前
半で６５％と県の平均を上回っています。
１世帯当たりの住宅の延べ床面積（住宅
総数の平均）は、前回調査よりも５．３㎡増
加し８３．６㎡となりました。このうち持ち家
の平均延べ床面積は１０５．０㎡でした。
共同住宅に住む世帯の割合は、全国的に
大都市を中心に高い傾向にありますが、埼
玉県も全国平均（３７．４％）を上回り３８．８％
で全国第９位でした。
「建築統計年報」によると、平成１３年の
埼玉県内の着工新設住宅数は、前年よりも
１，８４８戸減少して６４，８７０戸でした。

住宅
普通の一戸建ての住宅や、アパートのよ
うに完全に区画された建物の一部で、一つ
の世帯が独立して家庭生活を営むことがで

きるように建築又は改造されたもの。

持ち家
そこに居住している世帯が所有している

住宅。

共同住宅
一棟の中に二つ以上の住宅があり廊下・

階段などを共用しているものや、二つ以上
の住宅を重ねて建てたもの。長屋建（二つ
以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各
住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部
への出入り口を有しているもの。テラスハ
ウス等）は含まない。

着工新設住宅
建築工事届によって把握された着工工事

を経て建築された住宅のうち、新設・増改
築等によって新たに造られた住宅。

※表＊１～３及びグラフ、文中の世帯とは
「住宅に住む一般世帯」のことである。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「国勢調査」総務省統計局
＊４「建築統計年報」国土交通省

平成１２年１０月１日
平成１３年

５年
毎年
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３４生活時間
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

１次活動
（時間．分）

２次活動
（時間．分）

３次活動
（時間．分）

通勤・通学
（時間．分）

全 国 １０．３６ ６．５６ ６．２８ ０．３１

北 海 道 １０．３６ ６．３４ ６．５１ ０．２５
青 森 県 １０．４８ ７．０７ ６．０５ ０．２３
岩 手 県 １０．５３ ６．５６ ６．１１ ０．２５
宮 城 県 １０．４１ ６．４６ ６．３３ ０．２８
秋 田 県 １０．５２ ６．５３ ６．１５ ０．２３

山 形 県 １０．４８ ６．５２ ６．１９ ０．２４
福 島 県 １０．４５ ６．４３ ６．３２ ０．２４
茨 城 県 １０．４２ ６．５５ ６．２３ ０．３２
栃 木 県 １０．４０ ６．５６ ６．２４ ０．２８
群 馬 県 １０．３９ ７．０２ ６．１９ ０．２８

埼 玉 県 １０．３２ ７．０６ ６．２２ ０．４２
千 葉 県 １０．３３ ７．０５ ６．２３ ０．４２
東 京 都 １０．３６ ６．５８ ６．２６ ０．３９
神 奈 川 県 １０．３２ ７．０８ ６．２０ ０．４３
新 潟 県 １０．４０ ６．４０ ６．４１ ０．２４

富 山 県 １０．３２ ７．０９ ６．１９ ０．２５
石 川 県 １０．２９ ７．１２ ６．１９ ０．２６
福 井 県 １０．３８ ７．１５ ６．０７ ０．２４
山 梨 県 １０．５２ ６．４５ ６．２３ ０．２４
長 野 県 １０．４３ ７．０９ ６．０７ ０．２５

岐 阜 県 １０．２７ ７．０９ ６．２５ ０．３０
静 岡 県 １０．２８ ６．５４ ６．３７ ０．２７
愛 知 県 １０．３０ ７．０２ ６．２８ ０．３１
三 重 県 １０．３６ ６．５７ ６．２７ ０．３０
滋 賀 県 １０．３４ ７．０２ ６．２３ ０．３３

京 都 府 １０．４１ ６．５１ ６．２８ ０．２９
大 阪 府 １０．３４ ６．５９ ６．２７ ０．３４
兵 庫 県 １０．３３ ６．５９ ６．２８ ０．３３
奈 良 県 １０．３５ ７．０３ ６．２２ ０．３９
和 歌 山 県 １０．３９ ６．３７ ６．４４ ０．２３

鳥 取 県 １０．４１ ６．４７ ６．３１ ０．２２
島 根 県 １０．４８ ６．４６ ６．２６ ０．２１
岡 山 県 １０．３４ ６．５５ ６．３１ ０．２６
広 島 県 １０．３３ ７．０５ ６．２２ ０．２９
山 口 県 １０．３８ ６．３７ ６．４５ ０．２５

徳 島 県 １０．４０ ６．５２ ６．２８ ０．２３
香 川 県 １０．３７ ６．４５ ６．３７ ０．２２
愛 媛 県 １０．４１ ６．２２ ６．５７ ０．２０
高 知 県 １０．５４ ６．２９ ６．３８ ０．２２
福 岡 県 １０．３１ ６．５０ ６．３９ ０．２９

佐 賀 県 １０．３４ ６．４９ ６．３７ ０．２３
長 崎 県 １０．３４ ６．４４ ６．４１ ０．２６
熊 本 県 １０．４８ ６．５２ ６．２０ ０．２３
大 分 県 １０．３７ ６．４４ ６．３９ ０．２４
宮 崎 県 １０．４９ ６．３５ ６．３７ ０．２１

鹿 児 島 県 １０．４６ ６．５１ ６．２３ ０．２３
沖 縄 県 １０．３２ ６．５６ ６．３３ ０．２５

埼玉県の順位 ３９ ８ ３４ ２
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食事・身の回りの用事
2時間44分

食事・身の回りの用事
2時間44分

食事・身の回りの用事
3時間06分

食事・身の回りの用事
3時間06分

通勤・通学・仕事
学業
6時間40分

通勤・通学
仕事・学業
3時間15分

家事・介護
看護・育児
買い物 30分

家事・介護
看護・育児
買い物 3時間47分

家事・介護
看護・育児
買い物 3時間47分

睡眠
7時間44分

睡眠
7時間31分

男性 女性

テレビ
ラジオ・新聞
雑誌 2時間26分

テレビ
ラジオ・新聞
雑誌 2時間26分

テレビ
ラジオ・新聞
雑誌 2時間17分

テレビ
ラジオ・新聞
雑誌 2時間17分

休養・くつろぎ
1時間14分 休養・くつろぎ

1時間20分

趣味・娯楽・スポーツ
1時間04分 趣味・娯楽・スポーツ

50分その他 1時間39分 その他 1時間55分

１日の生活時間（平成１３年１０月）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１３
年の埼玉県の１０歳以上の人の１日の生活時
間をみると、前回調査に比べて、２次活動
時間が２３分減少して７時間６分に、３次活
動時間が２４分増加して６時間２２分になりま
した。
男女別、行動の種類別に生活時間をみる
と、２次活動時間そのものは男性７時間１０
分、女性７時間２分であまり違いはありま
せんでしたが、そのうちの家事関連時間（家
事、介護・看護、育児及び買い物の時間）
は、男性が３０分（前回調査より５分増加）、
女性が３時間４７分（同４分減少）と依然と
して大きな差があります。一方、通勤・通
学、仕事、学業を合計した時間は男性６時
間４０分、女性３時間１５分と男性が女性の２
倍以上の時間になっています。
なお、２次活動のうちの通勤・通学時間
は、前回調査より４分減少して４２分となり、
順位は１つ下がって全国第２位でした。東
京近郊の神奈川、埼玉、千葉の各県が前回
調査に引き続いて全国の上位３位を占めて
います。

１次活動
睡眠、食事など生理的に必要な活動。

２次活動
仕事、家事など社会生活を営む上で義務

的な性格の強い活動。

３次活動
１次、２次活動以外で各人の自由に使え

る時間における活動。

※表、グラフ及び文中の生活時間は週全体
の１人１日当たりの総平均時間で、該当す
る活動をしなかった者を含む全員（１０歳以
上）についての平均。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会生活基本調査」総務省統計局 平成１３年１０月 ５年
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３５余暇
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅行・行楽の
行動者率・
総数
（％）

行動者率・
国内旅行・
観光旅行
（％）

映画館・
年間入場者数
（人）

教養娯楽費
（勤労者世帯）

（円）

全 国 ８０．９ ５４．５ １３４２３１６８７ ３３５２２

北 海 道 ７９．４ ５１．１ ５３４０１２９ ３４３１６
青 森 県 ６７．７ ３５．７ １１６１０５３ ３０１０６
岩 手 県 ７０．８ ４０．３ ８９１５９６ ２５６４２
宮 城 県 ７９．８ ５１．５ ２２５４８０２ ３２２４０
秋 田 県 ７７．１ ４５．７ ３９２６１９ ３０２１７

山 形 県 ７７．６ ５１．２ １０３８５５７ ３３５３０
福 島 県 ７７．１ ５０．８ １３４９９７２ ３５８７８
茨 城 県 ８０．３ ５５．７ １８７３６２９ ３６６５６
栃 木 県 ８２．７ ５５．８ ８５０５１１ ３６８６２
群 馬 県 ８２．４ ５７．０ １５３８８５３ ３３８７５

埼 玉 県 ８６．９ ６２．６ ５２５０７９６ ４１７７５
千 葉 県 ８２．５ ５８．４ ６８４３７１４ ３９３８４
東 京 都 ８４．２ ６２．２ ２４４４８００１ ４０８３８
神 奈 川 県 ８４．７ ６０．２ １１０８７９７４ ３７８４２
新 潟 県 ７８．８ ５４．４ １７５１０６１ ３２１６５

富 山 県 ８２．１ ５８．９ １３４９１８３ ３３３０１
石 川 県 ７９．５ ５４．２ １５８４２５８ ３５２６４
福 井 県 ８０．８ ５５．０ １００５２６４ ２７０９５
山 梨 県 ８１．９ ５８．２ ６９３００８ ３９７０４
長 野 県 ８２．６ ５６．１ １２４４７８０ ３３４４７

岐 阜 県 ８３．８ ６０．３ １７６２８４４ ３０９７９
静 岡 県 ８１．６ ５５．２ ３７４４４１２ ３５０３２
愛 知 県 ８３．９ ５９．２ ７６９７４２６ ３３６６９
三 重 県 ７９．８ ５４．１ １９６３９７３ ３３４９５
滋 賀 県 ８３．０ ５９．０ １６６４８０４ ４０５５６

京 都 府 ８２．９ ５７．７ ２９５１９７１ ３４９４４
大 阪 府 ８１．１ ５４．３ １１５６０４８７ ３０３１８
兵 庫 県 ８２．４ ５４．６ ４９９９２８５ ３４８２５
奈 良 県 ８４．３ ６０．３ ８３０１６８ ３８３１９
和 歌 山 県 ７２．６ ４５．４ ６３６０７６ ２９０８９

鳥 取 県 ７５．１ ４５．１ １２８７２８２ ２９３４４
島 根 県 ７５．８ ４５．５ ３８２１４４ ３３３７９
岡 山 県 ７９．４ ４８．７ １６９０５２８ ３５１１５
広 島 県 ８３．４ ５２．２ ２５１４８３５ ３５６７２
山 口 県 ７６．０ ４５．２ １６１２７５３ ３１１５２

徳 島 県 ７３．６ ４４．７ ３８９９７９ ３２４９２
香 川 県 ７５．６ ４４．６ １０３１０１２ ３１８６４
愛 媛 県 ７４．４ ４３．３ １３２７６２０ ３４６８４
高 知 県 ７１．０ ３８．７ ５７７９８１ ３５０３６
福 岡 県 ８１．７ ５３．９ ６７５２９７２ ３３２８９

佐 賀 県 ７５．０ ４６．４ ８４６３０９ ３１０８６
長 崎 県 ７０．９ ４２．９ １１１７９９９ ２４６５３
熊 本 県 ７６．４ ４６．５ １４３８８２６ ３０５３７
大 分 県 ７７．２ ４８．２ ９２０４３９ ３４８３５
宮 崎 県 ７６．４ ４４．７ ５３１７３６ ３１８２２

鹿 児 島 県 ７１．５ ４０．７ １１０８９３６ ３４２４５
沖 縄 県 ６０．３ ２７．８ ９３９１３０ ２１０２４

埼玉県の順位 １ １ ８ １
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男性 
スポーツ観覧（テレビ等は除く） 

美術鑑賞（テレビ等は除く） 

映画鑑賞 
（テレビ等は除く） 

音楽会等による 
クラシック音楽鑑賞 

演芸・演劇・舞踏鑑賞 
（テレビ等は除く） 

女性 

和裁・洋裁 

編み物・手芸 趣味としての料理・菓子作り 

園芸・庭いじり 
ガーデニング 

日曜大工 

趣味としての読書 

パチンコ 

カラオケ 

音楽会等による 
ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞 

テレビゲーム 
（家庭で行うもの。携帯用含む） 

20

40

60（％） 

0

主な趣味・娯楽の男女別行動者率（平成１３年１０月）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１３
年の埼玉県の旅行・行楽の行動者率は前回
調査と同じく８６．９％で、引き続き全国第１
位でした。旅行・行楽のうち、行楽は７１．５％
と前回より１．８ポイント増加しましたが、
旅行は７６．８％と１．８ポイント減少しました。
また、旅行のうち、国内の観光旅行の行動
者率は前回よりも１．９ポイント減少して
６２．６％でしたが、こちらも引き続き全国第
１位でした。また、個人の自由時間の中で
行っている趣味・娯楽の行動者率が高いも
のは、趣味としての読書（５１．２％）、カラオ
ケ（４４．８％・全国第１位）、映画鑑賞
（３９．５％）等でした。
「特定サービス産業実態調査」によると、
平成１２年１１月から平成１３年１０月の１年間で
の埼玉県にある映画館の年間入場者数は
５２５万人で全国第８位でした。なお、スク
リーン（映画館）数は７３でした。
「家計調査年報」によると、平成１３年の
さいたま市の勤労者世帯の教養娯楽費（１
か月間・年平均）は、４１，７７５円で全国第１
位でした。

旅行・行楽の行動者率
１０歳以上の人口に対する行動者（調査日
より過去１年間に旅行・行楽活動を行った
１０歳以上の人）数の割合。

旅行
１泊２日以上にわたって行うすべての旅

行をいい、日帰りや夜行日帰りを含まない。

観光旅行
見物、見学、休養、慰安、親睦、スポー

ツなどを目的とした１泊２日以上の旅行。
帰省・訪問、業務出張・研修等の旅行を含
まない。

教養娯楽費
教養、娯楽、趣味などのために必要な商

品及びサービスへの支出。

※表＊４の各都道府県値は、都道府県庁所
在地の数値である。なお、旧浦和市地域の
結果をさいたま市として表章している。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１２「社会生活基本調査」総務省統計局
＊３「特定サービス産業実態調査報告書映画館編」経済産業省

＊４「家計調査年報」総務省統計局

平成１３年１０月
平成１２年１１月１日～
平成１３年１０月３１日
平成１３年平均

５年
不定期

毎年
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３６文化施設
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

図書館数
博物館及び博物
館類似施設数

公民館及び公民
館類似施設数

文化会館数

全 国 ２５９３ ５１０９ １９０６３ １７５１

北 海 道 １２８ ２８８ ６１４ ７３
青 森 県 ２５ ７８ ３３８ １９
岩 手 県 ４０ ８９ ４１０ １９
宮 城 県 ２９ １２２ ６１４ ３７
秋 田 県 ３５ ８４ ５１９ ２２

山 形 県 ３１ ７９ ６０３ ２０
福 島 県 ５１ １２３ ４３８ ３３
茨 城 県 ４３ ９１ ５３０ ３９
栃 木 県 ４２ １２５ ２２７ ３３
群 馬 県 ３６ ９８ ２３１ ４２

埼 玉 県 １２９ １１３ ５５７ ６５
千 葉 県 １２１ １１６ ３３０ ５７
東 京 都 ３５２ ２６７ １９５ １４４
神 奈 川 県 ７８ １４７ ２００ ５７
新 潟 県 ５２ ２１２ ６７３ ４１

富 山 県 ６０ ８８ ３４７ ２８
石 川 県 ４２ １１２ ３６９ ２２
福 井 県 ４０ ６５ ２２３ ２３
山 梨 県 ３５ ９８ ６５７ １５
長 野 県 ９０ ３５０ １９８２ ４９

岐 阜 県 ５２ １４８ ３７２ ４２
静 岡 県 ７６ １７０ ２４１ ５３
愛 知 県 ７９ ２１３ ４５７ ６９
三 重 県 ３４ ８８ ４８６ ３５
滋 賀 県 ３６ ８６ ２１０ ３６

京 都 府 ５２ １１１ ２４７ ３４
大 阪 府 １２６ ９０ ２９４ ７２
兵 庫 県 ７３ １９３ ４２４ ６０
奈 良 県 ２７ ３６ ４８４ ２４
和 歌 山 県 ２２ ４３ ３５６ ２２

鳥 取 県 １７ ４９ ２１３ １６
島 根 県 ２９ ８１ ３５５ １６
岡 山 県 ４２ １３４ ４４５ ３７
広 島 県 ５１ １３０ ５１６ ４７
山 口 県 ４８ ８２ ３００ ３３

徳 島 県 ２８ ３９ ３５６ １３
香 川 県 ２３ ４６ ２２５ １５
愛 媛 県 ２８ ８７ ４６８ ３２
高 知 県 ２９ ３７ ２２６ １３
福 岡 県 ７３ １１２ ４６２ ７３

佐 賀 県 １７ ４４ １２９ １８
長 崎 県 ２７ ８４ ２１１ ３４
熊 本 県 ３６ ６３ ６５６ ２８
大 分 県 ２４ ５８ ２５４ １８
宮 崎 県 １７ ４２ １６８ ２１

鹿 児 島 県 ４４ ６７ ３７１ ４１
沖 縄 県 ２４ ３１ ８０ １１

埼玉県の順位 ２ １６ ８ ６
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（登録者数・万人） （貸し出し冊数・百万冊）

児童登録者数 
児童以外登録者数 

0

50

100

150

200

250

0

5

10

15

20

25

30

昭和 
56年度 

61 平成 
3年度 

8 13

児童貸し出し冊数 
児童以外貸し出し冊数 

市町村立図書館登録者数（各年度末）と貸し出し冊数（各年度間）

資料：「埼玉県統計年鑑」県統計課

概要
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在の埼玉県の図書館数は、
前回調査より８館増えて１２９館となり、前
回に引き続き全国第２位でした。
埼玉県図書館協会の資料によると、県内
の市町村立図書館では、児童以外（一般）
の貸し出し冊数が児童貸し出し冊数よりも
大きく伸びています。平成１３年度の貸し出
し数は一般２４，１５０．６千冊、児童９，０５９．３千
冊、合計３３，２０９．９千冊で、一般の貸し出し
冊数は昭和５６年度からの２０年間で約４倍と
なりました。
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在の埼玉県の博物館数は２０
館、博物館類似施設数は９３施設、合計１１３
で前回調査よりも４増えて全国第１６位でし
た。また、公民館数は５４５館、公民館類似
施設数は１２施設、合計５５７で前回調査より
も９減り、全国第８位でした。また、文化
会館数は前回調査よりも５館減って６５館で
全国第６位でした。

図書館
地方公共団体などにより設置された一般

公衆のための図書館。国立図書館は含めず、
分館は１館として計上している。

博物館（博物館相当施設を含む。）
所在する都道府県の教育委員会の博物館

登録原簿に登録したもの。総合博物館、科
学博物館、歴史博物館、美術博物館、野外
博物館、動物園、植物園、動植物園、水族
館に分かれる。また、博物館類似施設とは、
博物館と同種の事業を行い、博物館相当施
設と同等以上の規模の施設。

公民館
社会教育法の規定に基づいて設置された

施設で、地域住民の生活文化の振興や社会
福祉の増進に役立てるために、実生活に即
した教育等の各種の事業を行っている。

文化会館
地方公共団体等が設置し、固定席３００席

以上のホールを有する文化会館。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会教育調査報告書」文部科学省 平成１１年１０月１日 ３年
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３７国際交流
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

外国人数
（人）

外国人
就業者数
（人）

一般旅券
発行数
（件）

出国
日本人数
（人）

全 国 １３１０５４５ ６８４９１６ ４３４８８８１ １６２１５６５７

北 海 道 １２４４６ ６２４５ １３８２０４ ３６６２５８
青 森 県 ３０３６ １６７０ ２５７１５ ５７５７６
岩 手 県 ３８４０ ２３９３ ２７０９１ ６１４８４
宮 城 県 １０４０１ ４９６０ ６０９３０ １６７８２０
秋 田 県 ３０７０ １９９６ ２２２６３ ４６２７３

山 形 県 ５０１４ ２６５６ ３０２４０ ６７５６０
福 島 県 ８８３３ ４７８９ ５１７８５ １２８９７９
茨 城 県 ３０８４８ １６９９５ ９０１０９ ２９２５９５
栃 木 県 ２１０８２ １２１９７ ５８３８３ １８２８１０
群 馬 県 ２８５３９ １６９９４ ６０７２２ １８０４８８

埼 玉 県 ６２４１１ ３２２０２ ２５３３２１ ９３９６６３
千 葉 県 ５７５８５ ２８４９６ ２３０６０６ ９７４９５８
東 京 都 ２１２９７５ ９９３４６ ５４９０２６ ２８００３７５
神 奈 川 県 ９９２５１ ４８３２９ ３６４９７３ １６３３７５９
新 潟 県 ９３４９ ５２５７ ５９９４７ １５２６７２

富 山 県 ７０６１ ４５８４ ３５６５１ ９４３０３
石 川 県 ６３２１ ３８２９ ３６８９０ １０２６２０
福 井 県 ９８６１ ６４４０ ２６４５５ ７５４２３
山 梨 県 １１００１ ６３５４ ３０２１５ ９２０２４
長 野 県 ３３２７８ ２１７８０ ７０２２３ ２１９９７２

岐 阜 県 ２６５９９ １８１４２ ７７１８２ ２５３８１４
静 岡 県 ５２３９３ ３３２９４ １２７２９０ ３９４６７３
愛 知 県 １１０２９８ ６２７０５ ２７４３００ １０２３４５０
三 重 県 ２３９２２ １４８５２ ６３０８２ １９８９５２
滋 賀 県 １８７８４ １１１２１ ５１９５８ １７１３３３

京 都 府 ４５０９４ ２０９９６ １００８２８ ３８１９１０
大 阪 府 １７０８７７ ８０１２６ ３２９９９１ １３２２６８６
兵 庫 県 ８２８６１ ４００６２ ２０７７７４ ８０５４１３
奈 良 県 ８４４３ ４１５９ ５９４０２ ２３０２８４
和 歌 山 県 ４８０７ ２４６２ ３１６９１ ９９２７３

鳥 取 県 ３０６１ １９８５ １９９１１ ４９７４８
島 根 県 ４４２９ ３１４０ １８３１３ ４２０１７
岡 山 県 １２５５５ ６８９２ ５９５３７ １６５８５１
広 島 県 ２３１１３ １２５５５ ９０７７０ ２６２９４４
山 口 県 １２６７０ ６５７６ ４２２２４ １１１７５８

徳 島 県 ２７３７ １８３１ ２１１９０ ５８６４９
香 川 県 ４９１４ ３０８９ ２９２３５ ８３７０６
愛 媛 県 ４５４０ ２９５５ ３６７２３ ９６５８１
高 知 県 ２４２９ １４４８ １６８６６ ４４２５６
福 岡 県 ３０７０２ １３９８４ １８８２６８ ５７８８５２

佐 賀 県 ２５８６ １４６７ ２７３１５ ６６２８７
長 崎 県 ４６５６ ２４６６ ３９１９７ ９７３２５
熊 本 県 ４４０９ ２３７０ ５６７３６ １４３２４８
大 分 県 ４６９９ ２２５７ ３８７９８ ８７１７７
宮 崎 県 ２４５１ １３８７ ３０７０１ ６５３５１

鹿 児 島 県 ３６２５ １９０５ ５２４８２ ９７４２３
沖 縄 県 ６６８９ ３１７８ ３４１９６ ８４０５７

埼玉県の順位 ６ ７ ５ ６
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男女別年齢階級別出国日本人数（平成１３年）

資料：「出入国管理統計年報」法務省

概要
「国勢調査」によると、平成１２年１０月１
日現在埼玉県に在住する外国人は、前回よ
り１０，２８９人（１９．７％）増加して６２，４１１人と
なり、埼玉県の総人口に占める外国人の割
合は前回より０．１ポイント上昇して０．９％で
した。
また、外国人の就業者は前回より３，４２３
人（１１．９％）増加して３２，２０２人となり、埼
玉県の全就業者に占める外国人就業者の割
合は前回よりも０．１ポイント上昇し、０．９％
でした。
「旅券統計」によると、平成１３年の埼玉
県の一般旅券の発行数は、前年より９４，４１８
件減って２５３，３２１件でしたが、前年と同じ
く全国第５位でした。発行数の大幅な減少
は、平成７年１１月の１０年有効旅券の導入に
よって切り替え新規発給（いわゆる更新）
の件数が減ったことや、平成１３年９月１１日
の米国における同時多発テロ以降、渡航が
手控えられた事などの影響によるものと考
えられます。
「出入国管理統計年報」によると、平成
１３年における埼玉県を住所地とする出国日

本人数は、前年よりも１０．２％減少して９３９，６６３
人（男性５１３，１１６人、女性４２６，５４７人）とな
りましたが、前年と同じく全国第６位でし
た。減少の理由としては、旅券発行数と同
じく米国同時多発テロの影響が考えられま
す。また、出国者を男女別年代別に見てみ
ると、２０代の女性が１４万５千人と最も多く
なりました。

外国人
無国籍及び国名「不詳」を含む。

一般旅券発行件数
在外公館での旅券発行分を含まない。ま

た、全国計には外務省発行分を含む。

出国日本人数
全国計には、住所地が外国及び不詳の者

を含む。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「国勢調査」総務省統計局
＊３「旅券統計」外務省
＊４「出入国管理統計年報」法務省

平成１２年１０月１日
平成１３年
平成１３年

５年
毎年
毎年
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３８公園・道路
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

都市公園等
か所数

都市公園等
面積
（ha）

道路実延長・
合計
（km）

舗装率・
合計
（％）

全 国 ８３００８ ９８９７４ １１７１６４６．９ ２５．１

北 海 道 ６７４７ １１２５１ ８７５１５．０ ２１．７
青 森 県 ７１２ １６０２ １８５０１．５ ２５．８
岩 手 県 ９８６ １２６５ ３２５３９．４ １５．８
宮 城 県 ２２２０ ２６２２ ２３６５６．２ ２９．２
秋 田 県 ５３２ １５３６ ２２８８１．８ １７．０

山 形 県 ６５９ １４４７ １５５５２．７ ２２．８
福 島 県 ９４３ １８３１ ３８３５８．８ １６．２
茨 城 県 １５９７ ２１７９ ５５１９０．５ １２．３
栃 木 県 １５４５ ２２５５ ２３９４０．６ ２２．４
群 馬 県 １２３２ ２２２７ ３４３１８．９ １７．４

埼 玉 県 ３６５２ ３８３５ ４６０１８．９ １６．６
千 葉 県 ４８１０ ３３６４ ３８６６８．７ ２２．９
東 京 都 ６３６０ ５１９６ ２３４８５．７ ５９．８
神 奈 川 県 ６０５１ ３７２６ ２４６０８．２ ５５．８
新 潟 県 １５３２ ２０１４ ３６３９３．８ ２０．４

富 山 県 １３６５ １４００ １３０１８．４ ３６．７
石 川 県 ９２２ １１６７ １２４９７．４ ２４．７
福 井 県 ６３６ １００１ １０２５２．７ ２８．９
山 梨 県 １４６ ６４０ １０７１９．２ ２７．８
長 野 県 ７４８ １９００ ４６９８８．２ １３．８

岐 阜 県 １１３７ １４１７ ２９５０２．５ ２０．７
静 岡 県 １７６１ ２５７０ ３５９４５．９ ２５．３
愛 知 県 ３７２０ ４５２６ ４８１４３．１ ３２．１
三 重 県 １６８６ １２７１ ２４０７５．１ ２０．３
滋 賀 県 ４０６ ９６０ １１５１３．８ ２８．７

京 都 府 １７４７ １４９５ １４９２３．７ ３５．０
大 阪 府 ５１０４ ４３０９ １８２６６．０ ７２．９
兵 庫 県 ４６７２ ５４２４ ３４６１８．８ ３４．９
奈 良 県 １７５２ １４７９ １２０８０．９ ２８．８
和 歌 山 県 ２５３ ５６９ １２７７５．１ ５０．３

鳥 取 県 ２６６ ５９０ ８３７９．０ ３２．２
島 根 県 ２７８ ９１３ １７５４１．６ １８．１
岡 山 県 １１２９ １７１７ ３１３２８．３ １８．２
広 島 県 ２５３４ ２４４３ ２７６４４．２ ３１．６
山 口 県 ９３４ １５１１ １５８６８．２ ２８．４

徳 島 県 ２３３ ４１７ １４５６０．３ ２０．８
香 川 県 ２７３ ８７７ ９７９４．２ ２５．７
愛 媛 県 ４７８ １３６１ １７４５０．０ ２０．９
高 知 県 ６７８ ４８４ １３１５３．７ ２０．７
福 岡 県 ５０４４ ３９０９ ３５９３２．９ １５．６

佐 賀 県 ２０８ ６３１ １０１６３．５ ２５．９
長 崎 県 ９７５ １３４４ １７６１８．６ ３４．８
熊 本 県 １２３０ １２１２ ２４７８４．４ ２４．１
大 分 県 ８４４ ９１９ １７２８５．９ ３３．４
宮 崎 県 ６６６ １６６１ １９３０２．６ ２１．１

鹿 児 島 県 １００９ １６０３ ２６２８８．０ １８．２
沖 縄 県 ５９６ ９０４ ７６００．０ ４５．１

埼玉県の順位 ９ ７ ５ ４２
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総合公園
16.9％

街区公園
79.7％

街区公園
12.8％

広域公園
20.7％

都市緑地
20.4％

公園数
3,327か所

総面積
3,690.95ha

その他
7.3％

その他
7.9％

近隣公園
6.5％

近隣公園
10.9％

運動公園
10.3％

都市緑地
6.6％

都市緑地
6.6％

都市公園の整備状況（平成１３年３月３１日）

資料：「埼玉県の都市公園（データ編）」県都市整備公園課

概要
国土交通省の資料によると、平成１４年３
月３１日現在の埼玉県の都市公園数は前年よ
りも３２５か所増えて３，６５２か所となり、引き
続き全国第９位でした。また、その面積の
合計は３，８３５haで全国第７位でした。なお、
埼玉県の１人当たりの公園面積は、全国平
均の８．４㎡を下回り５．５㎡でした。
「道路統計年報」によると、平成１３年４
月１日現在の埼玉県の道路の実延長は１０２
km増えて４６，０１８．９kmとなり、前年と同じ
く全国第５位でした。また、簡易舗装を除
く舗装済延長は７，６２２．３km、舗装率は１６．６％
でした。実延長と舗装率を道路種別にみる
と、一般国道は実延長８７５．０km・舗装率
９７．２％、県道は実延長２，４９８．０km・舗装率
８６．２％、市町村道は実延長４２，４９６．４km・
舗装率１０．５％でした。

都市公園
国又は地方公共団体が設置する都市計画
施設としての公園・緑地と地方公共団体が
都市計画区域に設置する公園・緑地。身近
で小規模な街区公園から、住んでいる地域

を代表する近隣公園・地区公園、広域レク
リエーションの場となる国営公園などの大
規模公園まで、様々な種類があり、その目
的に応じて整備されている。表＊１，２は特
定地区公園（カントリーパーク）を含む。

道路実延長
総延長（道路法の規定に基づき指定・認

定された路線の全延長）から、重用延長（上
級路線に重複する区間）と未供用延長（供
用開始が未告示の区間）と渡船延長（海上、
河川等部分で渡船施設があり、道路法によ
り供用開始された区間）を除いたもの。

舗装率
舗装済延長（簡易舗装を除く）÷道路実

延長×１００

※表＊３，４は、高速自動車国道、一般国道、
都道府県道（主要地方道を含む）と市町村
道の合計。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２ 国土交通省
＊３４「道路統計年報」国土交通省

平成１４年３月３１日
平成１３年４月１日

毎年
毎年
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３９上下水道
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

上水道・
実績年間給水量
（千�）

１人１日当たり
給水量・
有効水量
（�）

下水道・
処理人口普及率
（％）

下水道・
雨水対策整備率

（％）

全 国 １６０８３０１１ ３５０ ６３．５ ５０．６

北 海 道 ５９８３８９ ２９３ ８３．７ ６１．５
青 森 県 １５４６９９ ２９０ ４２．０ ４３．１
岩 手 県 １３４１００ ２９９ ３８．１ ３５．５
宮 城 県 ２８２６４１ ３１８ ６６．６ ６０．５
秋 田 県 １０７１２０ ３２５ ４０．１ ４１．９

山 形 県 １４６３７３ ３１９ ５３．６ ３７．０
福 島 県 ２４２０９１ ３３６ ３４．８ ３６．５
茨 城 県 ３０７２６０ ３１０ ４４．５ ４１．６
栃 木 県 ２４３９３９ ３３７ ４８．７ ３０．２
群 馬 県 ３２３９５７ ４１９ ３８．９ ３２．９

埼 玉 県 ９００８１０ ３３６ ６８．５ ５８．７
千 葉 県 ６５７７２８ ３１４ ５８．０ ３９．９
東 京 都 １７２７２６３ ３６５ ９７．３ ７０．５
神 奈 川 県 １１７６６１８ ３５６ ９２．３ ６３．０
新 潟 県 ３４１７１５ ３８９ ４７．２ ４５．８

富 山 県 １２９５１３ ３３１ ６３．１ ４４．９
石 川 県 １６８３６８ ３９２ ６０．１ ３８．３
福 井 県 １０９１６５ ４０７ ５６．９ ５７．７
山 梨 県 １１５７６０ ４０７ ４３．５ ３５．９
長 野 県 ２９２５１４ ３５５ ５９．９ ２６．９

岐 阜 県 ２３９２９７ ３２９ ５０．８ ４６．１
静 岡 県 ５６６７４６ ３９６ ４５．４ ４６．５
愛 知 県 ９１７０９８ ３４２ ５７．３ ５４．０
三 重 県 ２７２６４１ ３９２ ２８．８ ３９．３
滋 賀 県 １８３８９５ ３６５ ６９．５ ８５．３

京 都 府 ３７２４９４ ３７８ ８２．３ ６２．５
大 阪 府 １３２２９０９ ３９３ ８４．４ ５７．３
兵 庫 県 ７３８１７９ ３５６ ８３．４ ６１．０
奈 良 県 １８４１６２ ３５２ ６０．６ ４２．１
和 歌 山 県 １６７３５３ ３９５ １０．９ ４０．３

鳥 取 県 ７１０１６ ３７２ ４６．７ ２８．１
島 根 県 ７２１０５ ３３８ ２７．２ ３０．１
岡 山 県 ２６４４１７ ３８０ ４１．２ ３６．３
広 島 県 ３３３５７３ ３３５ ５８．９ ３８．８
山 口 県 １９４２４６ ３９３ ４８．１ ２６．８

徳 島 県 １１２０４２ ４０８ １０．５ ５１．７
香 川 県 １４２６４６ ３６８ ３０．６ ３６．９
愛 媛 県 １６００２９ ３３１ ３６．７ ５６．４
高 知 県 ９２０８６ ３９９ ２３．８ ３９．９
福 岡 県 ４９６０８４ ２８８ ６５．４ ６４．４

佐 賀 県 ８６８１７ ２８９ ２８．２ ４２．８
長 崎 県 １４０１３２ ３０２ ４４．４ ３８．９
熊 本 県 １６７８９２ ３１７ ４９．６ ３２．５
大 分 県 １２３７２４ ３３２ ３５．７ ４２．４
宮 崎 県 １４５１２５ ３５７ ３８．６ ６８．８

鹿 児 島 県 １７４０４１ ３４１ ３３．８ ５９．５
沖 縄 県 １８２２３９ ３６７ ５７．０ ６０．９

埼玉県の順位 ５ ２９ ８ １２
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昭和55年度 60 平成2年度 7 12

地下水 
表・伏流水のうち県水 
表・伏流水のうちその他 

水源別上水道年間給水量

資料：「埼玉県の水道」県生活衛生課

概要
「水道統計」によると、平成１２年度にお
ける埼玉県の上水道事業は７８事業（８５市町
村）で実施されており、平成１３年３月３１日
現在の給水人口は６，８７２，６１２人（うち県外
分６８５人）で、平成１２年度の総給水量は前
年度より１６０万�減少して９億８１万�とな
り、引き続き全国第５位となりました。「埼
玉県の水道」によると、平成１２年度の上水
道の水源のうち、７４．０％が県営用水供給事
業による水（県水）でした。県水にその他
の表伏流水を加えた表伏流水全体では
７８．１％、地下水が２１．９％で、昭和５０年の表
伏流水５４．９％・地下水４５．１％と比べ、表伏
流水の割合が大きく増えていることが分か
ります。また、「水道統計」によると、埼
玉県の平成１２年度の１人１日当たりの給水
量（有効水量）は前年度より１�増えて３３６
�で、引き続き全国第２９位でした。
国土交通省の資料によると、平成１３年度

末の埼玉県の公共下水道処理人口普及率は
６８．５％で、前年より順位を１つ落とし、全
国第８位でした。また、下水道は市街地に
降った雨水を川に排除し、地下へ貯留・浸

透させることにより、浸水やその被害を防
除する機能を持っていますが、そのための
下水道の整備状況を示す雨水対策整備率は
５８．７％で全国第１２位でした。

有効水量
有収水量（料金徴収の基礎となった水量）

＋無収水量（管洗浄、公衆便所、公衆飲料、
消火・演習等の水量、メータ不感水量その
他の有効無収水量で、実測を元にして推定）

公共下水道・処理人口普及率
下水道法認可事業による公共下水道処理

区域内人口÷行政区域人口×１００
（人口は、平成１４年３月３１日の住民基本台
帳人口）

下水道雨水対策整備率
雨水対策整備済区域面積÷雨水対策整備

対象区域面積（概ね５年に１回程度の大雨
に対して、市街地の雨水対策が必要な区域
面積）×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「水道統計 施設・業務編」厚生労働省
＊３４「下水道整備状況について」国土交通省ホームページ

平成１２年度
平成１３年度末

毎年
毎年
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４０ごみ・公害
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

一般廃棄物・
ごみ総排出量
（千t）

１人１日当たり
ごみ排出量
（g／人日）

公害苦情件数
（件）

光化学スモッグ
注意報発令日数

（日）

全 国 ５１４４６ １１１４ ９４７６７ １９３

北 海 道 ２８４３ １３６１ ２２１６ －
青 森 県 ７０６ １２８１ １０７９ －
岩 手 県 ４７７ ９１３ ６８６ －
宮 城 県 ９５７ １１１４ １３８２ －
秋 田 県 ４６４ １０５０ ３８７ －

山 形 県 ３８７ ８４７ ８９１ －
福 島 県 ８００ １０２１ ９２０ －
茨 城 県 １０８４ ９９０ ２９８４ １２
栃 木 県 ７２２ ９８５ １７４８ １５
群 馬 県 ７８６ １０６６ ２６９３ ６

埼 玉 県 ２４８８ ９８５ ９７３４ ３０
千 葉 県 ２２０５ １０２５ ５０８１ ２３
東 京 都 ５１０５ １１９１ ８３７０ ２３
神 奈 川 県 ３５２１ １１４３ ３９９９ １３
新 潟 県 １０２２ １１２３ １３３８ －

富 山 県 ３８５ ９３５ ３１２ －
石 川 県 ４８４ １１２４ ９２８ －
福 井 県 ２８５ ９４０ ４９９ －
山 梨 県 ３１３ ９６６ １０８０ １３
長 野 県 ７６２ ９４１ ２４２２ －

岐 阜 県 ６９３ ８９９ ２２６３ ４
静 岡 県 １３９１ １００６ ２５９２ ６
愛 知 県 ２７０５ １０７１ ６８８２ －
三 重 県 ８２３ １２１０ １７４０ ４
滋 賀 県 ４６５ ９６３ １４９２ ６

京 都 府 １１９６ １２７３ １８１４ １
大 阪 府 ４３０９ １３６３ ４９１３ ２０
兵 庫 県 ２６４７ １３１３ ４１６６ ５
奈 良 県 ５３８ １０１１ ７８４ ２
和 歌 山 県 ４５６ １１４１ １０３６ １

鳥 取 県 ２２８ １００７ ２８５ －
島 根 県 ２５５ ９０８ ５７９ －
岡 山 県 ６９４ ９６９ １２７０ ２
広 島 県 １０９２ １０３７ １４３２ ５
山 口 県 ６４７ １１４５ １０８８ －

徳 島 県 ３０７ １００４ ６０９ ２
香 川 県 ３６５ ９７０ ７５８ －
愛 媛 県 ６２１ １１１９ ９４８ －
高 知 県 ３１２ １０３９ ８４７ －
福 岡 県 ２０９０ １１５０ ４６６２ －

佐 賀 県 ２６２ ８１０ ５９１ －
長 崎 県 ６１８ １０９９ ９３９ －
熊 本 県 ６８６ １００６ ５３５ －
大 分 県 ５６９ １２５６ ７０１ －
宮 崎 県 ４６４ １０６４ ９８８ －

鹿 児 島 県 ７１２ １０８１ １３５２ －
沖 縄 県 ５０７ １０４９ ７５２ －

埼玉県の順位 ７ ３４ １ １
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直接資源化 5.6％ 

直接焼却 
81.2％ 

自家処理 
0.4％ 

直接埋立 0.2％ 

総排出量 
2,488,349t

圧縮・破砕等 
12.6%

ごみ処理の状況（平成１１年度）

資料：「一般廃棄物処理事業の概況」県廃棄物政策室

概要
「日本の廃棄物処理」によると、平成１１
年度の埼玉県の一般廃棄物のうちのごみの
総排出量は２４８万８千tで前年度よりも３万
５千t・１．４％増加し、全国第７位でした。
この排出量は、ごみの比重を０．３t/�と仮
定すると埼玉アリーナ（容積７４万�）の約
１１．２杯分にあたります。
また、１人１日当たりごみ排出量は前年
度よりも１０g増えて９８５gとなり、順位は全
国第３４位でした。
「一般廃棄物処理事業の概況」によると、
埼玉県のごみの処理方法は直接焼却が最も
多く、平成１１年度は２０１万９千tで全体の
８１．２％を占めています。
「全国の公害苦情の概況」によると、平
成１３年度の埼玉県の公害苦情件数は、前年
度よりも１，１１９件増えて９，７３４件になり、前
年度に引き続き全国第１位となりました。
公害苦情件数をその種類別に見ると大気汚
染に関する苦情が２，６８８件と全体の２８％を
占めており、ついで廃棄物の不法投棄、騒
音、悪臭などが多くなっています。
「埼玉県における光化学スモッグの発生

状況」によると、平成１３年度の埼玉県の光
化学スモッグ注意報発令日数は、前年度よ
りも１０日減って３０日となりましたが、引き
続き全国第１位でした。

廃棄物・一般廃棄物
廃棄物とはごみ、し尿などの汚物や、不

要になったもので、液状または固形状のも
のすべて。一般廃棄物とは、このうち家庭
などから発生したもの。表＊１，２は一般廃
棄物のうちのごみについてでし尿を含まな
い。

公害苦情件数
全国の地方自治体の公害苦情相談窓口で

受け付けた公害苦情（他の機関等から移送
されたものを含む）の件数。

光化学スモッグ注意報の発令基準
光化学オキシダント濃度が０．１２ppm以上

となり、気象条件からみてその状態が続く
と認められるとき。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「日本の廃棄物処理」環境省
＊３「全国の公害苦情の概況」総務省公害等調整委員会
＊４「埼玉県における光化学スモッグの発生状況」県青空再生課

平成１１年度
平成１３年度
平成１３年度

毎年
毎年
毎年
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４１電気・ガス
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

使用電力量・
電灯

（１００万kWh）

使用電力量・
電力

（１００万kWh）

都市ガス
販売量
（千MJ）

LPガス・家庭
業務用プロパン
ガス販売実績
（t）

全 国 ２５４４６９ ５６９６３０ １０６４１１０７８５ ９３５５７８７

北 海 道 １０９０６ １７９４２ １６７７２１０７ ３４１１６０
青 森 県 ２５９０ ５３４３ １２６５０９２ １３５１３６
岩 手 県 ２５５１ ５２７８ １３５５８１１ １１６９２６
宮 城 県 ４２３１ ９５６０ ８８２９２２３ ２１５１３８
秋 田 県 ２１０３ ４７６９ ２５０５０５４ ８５３５５

山 形 県 ２２７７ ４７５２ ２４９８０７６ ９９４２０
福 島 県 ３８２３ ９５５４ ３２８６５８５ １９０６５９
茨 城 県 ５５５６ １８３０４ ９０１１３２４ ２５８４６１
栃 木 県 ３８０８ １２６２９ ３３２４４４８ １７１７９６
群 馬 県 ３９８８ １２１９５ ７１５２２８９ ２１３０５３

埼 玉 県 １２９５６ ２４３０５ ５６６３４６０６ ６２９５５０
千 葉 県 １１１４０ ２３８４６ ６６７７３２５８ ３９０３０７
東 京 都 ２７００２ ５２４７９ １９４０４７４８６ ６１４１７０
神 奈 川 県 １６２０９ ３４２０８ １１６８５２８３９ ５８３５６４
新 潟 県 ４６５３ １１０１６ ２５３５３７５１ １２７４３５

富 山 県 ２３８４ ７７７１ ２４８９９０１ １０３６０２
石 川 県 ２５８２ ５４１７ １６９９８５２ １１５１８６
福 井 県 １８４９ ５３０３ ８７５１１３ ８００２６
山 梨 県 １８４４ ４１６７ １４１６０９７ ６１７０７
長 野 県 ４６８４ １０４９６ ６７９９２９１ １４５０３０

岐 阜 県 ４２７９ １０３９５ ６１９６３５２ ２４３７４６
静 岡 県 ７４８５ ２２５２５ ２３３７３６１５ ４１５４４２
愛 知 県 １４２５１ ４２９３０ ９１８４８８９８ ５６３２８５
三 重 県 ３８０９ １１３６８ ９９２７７７９ １８６９６３
滋 賀 県 ２７２５ ９５４３ １２４７１５０４ ９５５１８

京 都 府 ５７５５ １００９３ ３７４１５４６４ ９８７３３
大 阪 府 １８８７８ ４０２８８ １７９３４２４４５ ３３９６５８
兵 庫 県 １１３９６ ２６６２１ ９０８０７０１６ ２８８３８５
奈 良 県 ２９２９ ４５４７ ９７５３５６８ ５６５４５
和 歌 山 県 ２３７５ ３８５７ ９３８４８２８ ６５５５４

鳥 取 県 １２８６ ２２７１ ８９２０７５ ４０４１０
島 根 県 １５７８ ２８４１ ６６４９９５ ６８３２０
岡 山 県 ４１４４ １０８３８ ３８５９２８９ １６４２７８
広 島 県 ６０９３ １２５４２ １２１５００４２ ２２８１９６
山 口 県 ３１１１ ８２４１ ３４４５３８４ １１３８３５

徳 島 県 １８０４ ３９１２ １０３７９９７ ４２３４４
香 川 県 ２２２１ ４９１２ １７２４７７３ １３３７５１
愛 媛 県 ３１００ ６０６１ １５３２３９７ １４５６２４
高 知 県 １７３４ ２６７３ ８４０９９１ ５５６９６
福 岡 県 ９７７５ １９４７１ ２１５６６６０４ ４３６０６４

佐 賀 県 １６６１ ３７８７ １０９２０１１ １０１２８４
長 崎 県 ２８２０ ４３９９ ４３３８１０８ ９０６１０
熊 本 県 ３４５１ ６７６３ ２８８２７８７ １１２９４６
大 分 県 ２３９２ ５１７９ ２２８０２２２ １７８２１２
宮 崎 県 ２２２２ ４３８３ １３５４０６４ １１７６７０

鹿 児 島 県 ３３３０ ５６９５ ４１８７１５６ １９９０６７
沖 縄 県 ２７２８ ４１６１ ７９８２１８ ９５９７０

埼玉県の順位 ５ ６ ７ １
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（ガス販売量・千MJ） 
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（電灯・電力使用量・MWH）

家庭用都市ガス販売量 

家庭用以外の 
都市ガス販売量 

月別の都市ガス販売量と電灯・電力使用量（平成１３年）

資料：関東経済産業局、東京電力�

概要
「電気事業便覧」によると、平成１３年度
の埼玉県の使用電力量のうち、一般家庭用
を中心とする電灯は１３０億kWhで、前年度
に引き続き全国第５位でした。また、同じ
く使用電力量のうち事業用を中心とする電
力は２４３億kWhで、こちらも前年度に引き
続き全国第６位でした。
「ガス事業年報」によると、平成１３年の
埼玉県の都市ガス販売量は前年よりも１５億
MJ増えて５６６億MJとなり、前年に引き続
き全国第７位でした。なお、平成１３年１２月
末現在の需要家メーター数（取付数）は前
年よりも２８，９０１個増えて１，０７５，９４２個とな
りました。このうち、調定数（ガス料金請
求書を発行した数）は１，００６，２３３個でした。
また、取付数を供給区域内一般世帯数で除
した供給区域内普及率は５５．９％でした。
「LPガス資料年報」によると、平成１２年
度の埼玉県の家庭業務用プロパンガスの販
売実績量は６３万tで全国第１位でした。
関東経済産業局の資料によると、平成１３

年の埼玉県の月別の家庭用都市ガス販売量
では１月が最も多く（２，５３５，３０８千MJ）、一

番少ない８月（７７３，８７６千MJ）の３倍でし
た。一方、東京電力（株）の資料によると、
平成１３年の埼玉県の月別の電灯の使用電力
量は、１月と８月が多くなっています。

電灯
一般家庭を中心とする、照明用電気機器

や家庭用電気機器等の小型機器を使う場合
に供給される電力。

電力
業務・産業用を中心とする、工場等で使

用う低圧電力や高圧電力などの電力。

都市ガス
一般ガス事業（一般の需要に応じ導管で

ガスを供給する事業）と簡易ガス事業（一
般の需要に応じ、政令で定める簡易なガス
発生装置で発生させたガスを、導管で供給
する事業で、一の団地内におけるガスの供
給地点数が７０戸以上のもの）の総称。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「電気事業便覧」電気事業連合会統計委員会
＊３「ガス事業年報」資源エネルギー庁
＊４「LPガス資料年報」�石油化学新聞社

平成１３年度
平成１３年
平成１２年度

毎年
毎年
毎年
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４２運輸
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅客輸送人員
JR・発人数
（千人）

旅客輸送人員
民鉄・発人数
（千人）

自動車旅客
輸送人員・バス
（千人）

自動車貨物
輸送トン数
（千t）

全 国 ８４７７５７８．３ １２９７５７８１．０ ６６３５２５５ ５６２９６１４

北 海 道 １２０７４１．８ ２１９８６９．０ ３５７８３２ ５００２９３
青 森 県 １４７７７．４ ４９５４．０ ８７０９９ ８９７９１
岩 手 県 ２７６９０．８ １２９９．０ ６７４８４ ８５１６４
宮 城 県 ９８８０８．１ ５８６９９．９ １２１８９４ １３７８３４
秋 田 県 １９４５２．３ １２５７．０ ５２１５３ ６２７８２

山 形 県 １７６６０．２ ９９３．０ ４１１２９ ６９９７４
福 島 県 ４２５２２．５ ６６０６．４ ８８８０１ １２５１６３
茨 城 県 １１１５８０．３ ２１４１０．９ １１３６４２ １５２４９１
栃 木 県 ５０４０４．４ ２０４９９．１ ７０２３３ ９７０１２
群 馬 県 ３４６６１．３ １７１１０．１ ５３２６０ １０２２９４

埼 玉 県 ５４１８０６．２ ５６１００２．２ ２６４４１８ ２４８５５７
千 葉 県 ６８８９４２．６ ５２４２４９．９ ３００１２７ ２０３８０４
東 京 都 ３１０７５９０．０ ５２０４３１９．７ ８４９４２７ ２６４１８５
神 奈 川 県 ９４３８９４．５ １４８４３７９．８ ７５３１７０ ２３５９９４
新 潟 県 ６３７７４．４ ３１６３．０ １３６３２３ １４２６６５

富 山 県 ２４３６３．６ １５８９５．９ ３６２７２ ７１０５３
石 川 県 ２１７５１．８ ５５８３．０ ６１９７９ ６３６６７
福 井 県 １１５０７．５ ４８６３．０ ２７７３６ ４４６８４
山 梨 県 ２２５１５．２ ３００９．０ ２９０８４ ３５５０４
長 野 県 ５３９８０．１ ２６２０２．５ ８９３８８ １３４５１１

岐 阜 県 ４５６９９．０ ３６７９０．０ ７８１４４ １１２５０５
静 岡 県 １３０８２６．７ ４４２７７．０ １６８５１１ ２０７１０３
愛 知 県 １９９９８４．６ ７３７９８７．５ ３２８３６７ ３３７４５８
三 重 県 １２４０５．８ ８４６０１．３ ７５１０７ １０１３５１
滋 賀 県 １０１１０５．８ １８２５６．３ ４８７５３ ５５６９１

京 都 府 １４２４６７．９ ３７９６４１．９ ２０７８１０ ８６８８０
大 阪 府 ７５７４８４．３ ２２６４４８６．０ ４１６１７５ ２４３９９６
兵 庫 県 ３８７６７５．３ ６２４６４５．８ ３２５７６８ ２１６９５２
奈 良 県 ３８７１５．９ １５８８１２．０ ９０１０３ ４６５０８
和 歌 山 県 ２８４５４．９ １５４８９．０ ３０６９１ ４１９２５

鳥 取 県 １２３０４．７ １１３１．８ ２２２６０ ２９５２７
島 根 県 ７９６８．１ １４９０．０ ２７５３２ ３５９９２
岡 山 県 ６６６３３．６ ６６８６．７ ５８３７２ １１５８５４
広 島 県 １２５０６４．７ ７２１２０．４ １６０８７７ １３７５２３
山 口 県 ４０９０９．３ ４３８．０ ５５３６６ ７１５０１

徳 島 県 １１６８２．３ ８７．６ ２８６５５ ４６８８５
香 川 県 １９５４８．７ １４８２６．０ １９７８０ ６５７９０
愛 媛 県 １２８４０．０ １７２５０．０ ３５９９９ ８８３５１
高 知 県 ６７６５．２ ８２２２．４ ２０２７２ ４２８７０
福 岡 県 ２０７３９７．４ ２５１０１３．０ ３５８８５６ ２０２４５７

佐 賀 県 １６９６５．４ １２８１．７ ３４１３１ ５０８２７
長 崎 県 １４３８２．２ ２６５９４．３ １２９９５９ ５７５４７
熊 本 県 １９３３４．４ １３５３８．０ ８１３８８ ８９２０９
大 分 県 ２１８２７．８ １５５．０ ４７７６１ ６０６１７
宮 崎 県 ９７０３．７ ４３３．０ ３６９０８ ６３９１９

鹿 児 島 県 ２１００５．６ １０１６０．０ ８１６９７ １００４９５
沖 縄 県 － － ６４５６２ ５２４５９

埼玉県の順位 ５ ６ ９ ４
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20万人以上 

7万5千人以上 

2万5千人以上 

5万人以上 

主な駅の１日当たりの乗車人数（平成１３年度）

資料：東日本旅客鉄道�、東武鉄道�、西武鉄道�、秩父鉄道�、埼玉新都市交通�、埼玉高速鉄道�

概要
「旅客地域流動調査」によると、平成１２
年度の埼玉県のJR旅客輸送人員は前年度
よりも５５６万人増えて５億４，１８１万人（定期
の旅客３８０，４７８千人、定期外の旅客１６１，３２８
千人）で、引き続き全国第５位でした。
また、民間鉄道の旅客輸送人員は前年度
よりも１３３万人減って５億６，１００万人（定期
の旅客３７９，２７０千人、定期外の旅客１８１，７３２
千人）となりましたが、前年度に引き続き
全国第６位でした。
東日本旅客鉄道�、東武鉄道�、西武鉄
道�、秩父鉄道�、埼玉新都市交通�、埼
玉高速鉄道�の各鉄道会社の資料によると、
平成１３年度の県内各駅の１日の乗車人数は、
大宮駅が３１０，４００人と他の駅を大きく引き
離し、次いで川越駅・９３，５４９人、川口駅・
７５，９４４人の順となっています。
「陸運統計要覧」によると、平成１２年度
の埼玉県のバス輸送人員は、前年度よりも
７６７万人減って２億６，４４２万人となりました
が、引き続き全国第９位となりました。
また、自動車貨物輸送は、前年度よりも

１０１万ｔ増えて２億４，８５６万ｔとなり、前年

度よりも順位が１つあがって全国第４位と
なりました。

旅客輸送人員
ＪＲは鉄道線の全旅客を、民鉄は鉄道及

び軌道の全旅客（ロープウェイ及びリフト
を除く。）を対象としている。

バス輸送人員・自動車貨物輸送トン数
国土交通省「自動車輸送統計年報」の地

方運輸局別輸送量を、陸運支局別登録自動
車数の比率（各年度末）により同省で推計
したもの。ただし、バス輸送人員では貨物
自動車及び軽自動車分を、自動車貨物輸送
トン数では軽自動車分を除く。

※グラフ中、大宮、川越、久喜、熊谷、東
川口の各駅の乗車人数は、複数の鉄道会社
の同名駅の乗車人数を合計して算出した。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「旅客地域流動調査」国土交通省
＊３４「陸運統計要覧」国土交通省

平成１２年度
平成１２年度

毎年
毎年
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４３通信
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

加入電話数
（件）

携帯電話・
PHS契約数
（件）

１００人当たり
携帯電話・
PHS契約数
（件）

国内普通通常
郵便物数
（千通）

全 国 ５０９９６７５４ ７４８１９１８６ ５８．８ ２２０１５６３２

北 海 道 ２２３６２３６ ３０００５８９ ５２．８ ６５５２２８
青 森 県 ５５２５５１ ６４７５０３ ４３．９ １１７１７８
岩 手 県 ５１２５８８ ６０４９６９ ４２．８ １１５１１６
宮 城 県 ８７５７４９ １４６２９５４ ６１．７ ３６５５５５
秋 田 県 ４２１４６８ ５０４５４７ ４２．６ ７９５４０

山 形 県 ３９６５５４ ５５３５３３ ４４．６ １０６６７６
福 島 県 ７３７７３４ ９６０６５９ ４５．２ １７０００５
茨 城 県 １０６７９６０ １５９６２７０ ５３．４ ２３５５９０
栃 木 県 ７２３１９８ １００９９４７ ５０．２ １９４４７５
群 馬 県 ７５２６００ １０３６７８４ ５１．０ １９３９９４

埼 玉 県 ２５７０４９６ ３７５３７１５ ５３．８ １０１３７２９
千 葉 県 ２２９２５２６ ３２４６０８８ ５４．４ ７２５３８７
東 京 都 ６４８３１７２ １０８４８２６４ ８９．４ ６９３８５７４
神 奈 川 県 ３６００８４７ ５０８３６０１ ５９．３ １１６１１９９
新 潟 県 ８６４０３８ １０８８２９６ ４４．０ ２９３４５６

富 山 県 ３８１７６６ ５５６３５７ ４９．６ １２３７０６
石 川 県 ４３０７０８ ７３３００９ ６２．０ １４９７１４
福 井 県 ２８４０９０ ４３２３６０ ５２．１ ８６０５８
山 梨 県 ３５３６４８ ４６３７０８ ５２．１ １１０４２３
長 野 県 ８５８６８０ １１２６５５７ ５０．７ ２８２６６４

岐 阜 県 ７４２８３８ １１８５７８８ ５６．２ ２２２７０３
静 岡 県 １４５７５４７ ２０７８２４７ ５５．０ ４１２４４６
愛 知 県 ２７６８８７８ ５０５３９２１ ７１．３ １０７２５２８
三 重 県 ６９６０２８ １０２５６９７ ５５．１ １８７８４５
滋 賀 県 ４６７７４６ ７２５４１６ ５３．６ １１５３０６

京 都 府 １０９４５３２ １４９３３０２ ５６．４ ４９７７２４
大 阪 府 ４２０６７３６ ６２７７７９３ ７１．２ ２１９２１５０
兵 庫 県 １８７９７９９ ２９７２４６５ ５３．４ ７２１１４６
奈 良 県 ５２２２１６ ７５８４２７ ５２．６ １６３１６４
和 歌 山 県 ４３８６２０ ５２０２９９ ４８．８ ９８１４２

鳥 取 県 ２１４８６４ ３０６７５４ ５０．０ ５８９２０
島 根 県 ２７９８９６ ３５９２２０ ４７．２ ７０８８８
岡 山 県 ７５７７７２ １０３８００１ ５３．１ ４９４３７１
広 島 県 １１５０８０２ １７０８５８２ ５９．３ ３９２８３５
山 口 県 ６１８２０８ ７３８４８０ ４８．５ １５０４３７

徳 島 県 ３１４５７２ ４３２４１２ ５２．６ ７２９１３
香 川 県 ４０４５９３ ５８０２４５ ５６．８ １５９７４１
愛 媛 県 ６０５４９４ ７７６６４２ ５２．１ １３７２０８
高 知 県 ３４１１８０ ４０５６４８ ４９．９ ７４３４５
福 岡 県 １９９６０１８ ３０７３８８２ ６１．１ ７６６７６０

佐 賀 県 ２６０４０７ ４１１２３５ ４６．９ ６８７８４
長 崎 県 ５８０１２９ ６８７５０５ ４５．４ １２８３２２
熊 本 県 ６６６０５１ ８７４２２４ ４７．０ ２０７８１８
大 分 県 ４９１２０７ ５７１０３７ ４６．８ ９７１０９
宮 崎 県 ４５６１３５ ５４６９１８ ４６．８ ９０４７０

鹿 児 島 県 ７１７５３４ ７８６２０３ ４４．１ １５３９４２
沖 縄 県 ４７０３４３ ７２１１３３ ５４．３ ８９３４８

埼玉県の順位 ５ ５ １６ ５
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利用形態別のインターネットの利用者率（平成１３年１０月）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

概要
総務省総合通信基盤局の資料によると、
平成１３年度末の埼玉県の加入電話（固定電
話）数は、前年度よりも３万件減って２５７
万件となりましたが、引き続き全国第５位
でした。加入電話数は、全国的にも減少し
ています。また、携帯電話とPHSの合計
の契約数は、４６万件増えて３７５万件（携帯
電話３，４７２，４７６件、PHS２８１，２３９件）とな
り全国第５位でした。PHSは前年度より
２６，７７１件減少しましたが、携帯電話は
４８５，５２４件増加しました。１００人当たり携帯
電話・PHS契約件数は５３．８件で前年度よ
り５つ順位が上がって全国第１６位でした。
「郵政行政統計データ」によると、平成
１３年度の埼玉県の国内普通通常郵便物数は、
前年度よりも８．６％増えて１０億通を超えま
した。
「社会生活基本調査」によると、平成１３
年の埼玉県のインターネットの利用者数は
３，１８２千人で、利用者率は５１．１％でした。
利用の形態（目的）別では、電子メールな
どの「情報交換」が４３．７％、ホームページ
の閲覧などの「情報収集」が３７．６％、ホー

ムページの開設などの「情報発信」が５．８％
となっており、年齢階級別にはどれも１５～
２４歳の利用率が高くなっています。また、
「商品やサービスの予約・購入・支払い
等」の利用率は１１．３％で、２５～３４歳の利用
率が高くなっています。

１００人当たり携帯電話・PHS契約数
携帯電話・PHS契約数÷平成１３年１０月
１日現在推計人口×１００

普通通常郵便物数
第１種（定形・定形外郵便物及び郵便書

簡）、第２種（はがき）、第３種、第４種郵
便物の合計。ここでは、有・無料計で、年
賀及び選挙郵便物を除くもの。

インターネットの利用者率
１０歳以上人口に対する利用者（調査日よ
り過去１年間にインターネットを利用した
１０歳以上の人）数の割合。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３ 総務省
＊４「郵政行政統計データ」郵政事業庁

平成１３年度末
平成１３年度

毎年
毎年
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４４消防
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出火件数
（件）

火災損害額
（千円）

救急自動車
救急出場件数
（件）

救助活動件数
（件）

全 国 ６３５９１ １４７３５５４２５ ４３９７５２７ ４９２７１

北 海 道 ２４９３ ５１６９５５１ １８７９４９ ２２６４
青 森 県 ６９９ ２０９６７１５ ３６８３７ ４３９
岩 手 県 ６３７ １５６５４３９ ３５０７７ ３１０
宮 城 県 １２５８ ３１８６０２０ ６７６３７ ７７１
秋 田 県 ６１２ ２０９４７２２ ３０２２４ ４０９

山 形 県 ５６３ １６０３０３０ ３２７１５ ３３０
福 島 県 １１０８ ４７７１３３２ ６０２０９ ５５５
茨 城 県 １９０３ ６０４６８８２ ８２１９１ １００３
栃 木 県 １２８０ ２７３７３０９ ５４２２６ ６３４
群 馬 県 ９８２ ３１６１９１２ ６０８９０ ５９６

埼 玉 県 ３２６８ ８４３３３８９ ２２１３２４ １８５２
千 葉 県 ３２９２ ５６９４８４２ ２１４７９９ １７９１
東 京 都 ７００９ ９６２１０９４ ６１３８８３ １４８６０
神 奈 川 県 ３３４０ ６２６３６５０ ３３６０５９ ２０５８
新 潟 県 ９８９ ４０４０１０６ ６７６０９ ６４８

富 山 県 ２８６ ７３４７９６ ２６１６５ ２８８
石 川 県 ４１４ １６６９３０７ ２８３７３ ２８８
福 井 県 ２５１ １０５７７８５ １８７１５ ２８２
山 梨 県 ６１７ １５２２４０６ ２８５８１ ３３０
長 野 県 １１８６ ３００９１０７ ６４５１５ ６４１

岐 阜 県 １１６０ ２４９８５１５ ５９３３５ ６１９
静 岡 県 １９２８ ４３９９２７０ １１４０５２ １１７３
愛 知 県 ４４４２ ７６３８１７４ ２２５９７９ ２０１９
三 重 県 １０６１ ３５９３８４２ ５６００２ ５５７
滋 賀 県 ５６３ ５２２２４２０ ４１００７ ４４４

京 都 府 ８３４ １８５８５３１ ９６６５２ ７１０
大 阪 府 ４２００ ９０８８６３９ ４１６３６８ ２８００
兵 庫 県 ２９３２ ４１７３７０４ １８８００１ １５９７
奈 良 県 ６６４ ２２１５６０４ ４８９３７ ４４０
和 歌 山 県 ５５１ １２００９９９ ３７３４５ ３８６

鳥 取 県 ２９６ ６１３１３７ １７８５１ ２０２
島 根 県 ４２３ ９０３５２３ ２０８６９ ２９９
岡 山 県 １０３７ ３０４１６８７ ５８１２０ ５３６
広 島 県 １６２４ ３８３１３９８ ９４９２７ １０７１
山 口 県 ７４４ １３０７３３９ ５２７９４ ５０２

徳 島 県 ３３６ ６２９４６８ ２３２８９ ２２３
香 川 県 ４７８ １７５５４３７ ３４５７１ ３１５
愛 媛 県 ６６０ １５９５６６１ ４８７１９ ４９４
高 知 県 ４１５ １００４３６５ ３０６５７ ２５５
福 岡 県 ２４０３ ５０６１２０７ １７４０７４ １２８５

佐 賀 県 ４９４ １３４２５８４ ２４６２６ ２８１
長 崎 県 ６５８ １３８９９６５ ４２９９０ ３６２
熊 本 県 ８５６ ２３１０７７６ ５８２０８ ７０６
大 分 県 ５６３ ２５７４４９９ ３６０１７ ４３１
宮 崎 県 ５３７ １３２１３１８ ３０７１１ ３１０

鹿 児 島 県 １０３０ １７６５６６７ ５５０６２ ５１９
沖 縄 県 ５１５ ５３８３０２ ４２３８６ ３８６

埼玉県の順位 ６ ３ ５ ６
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月別・主な原因別出火件数（平成１３年）

資料：県消防防災課

概要
「消防白書」によると、平成１３年の埼玉
県の火災発生件数は前年に比べ３２件増えて
３，２６８件となり、３年連続で増加しました
が、前年よりも全国順位は２つ下がって第
６位となりました。発生件数のうち、建物
火災が１，６６９件と最も多く全体の５１％を占
め、ついで車両火災４８７件が多くなってい
ます。また、り災世帯数は１，５８７世帯、り
災人員は４，４５０人でした。
火災損害額は前年よりも６億円増加して

８４億円となりましたが、前年と同じく全国
第３位でした。損害額のなかでは、建物の
損害額が８０億円（焼損棟数２，４７２棟）と全
体の９５％を占めています。
県消防防災課の資料による埼玉県の平成

１３年の火災発生件数を原因別にみると、放
火（放火の疑い含む。）が９３９件と全体の
２８．７％（前年２８．３％）を占め、ついでこん
ろ３２３件、たばこ２７４件などが多くなってい
ます。月別の火災発生件数では２月が３８５
件と最も多くなっています。
「消防白書」によると、平成１３年の埼玉
県の救急自動車による救急出場件数は前年

より１万３千件増加して２２万１千件で、前
年と同じ全国第５位でした。出場原因とし
ては急病が１２万３千件と最も多く、ついで
交通事故４万件、一般負傷２万６千件、転
院搬送１万７千件などが多くなっています。
救助活動件数は１，８５２件で全国第６位で
した。また、その救助活動による救助人員
は１，９０６人でした。救助活動件数で最も多
いのは交通事故の８７３件（救助人員１，０５４
人）で、建物等による事故２０８件（同２０４人）、
火災１９２件（同６５人）と続いています。

救助活動（消防機関の行う人命の救助）
火災・交通事故・水難事故・自然災害や

機械による事故等から、人力や機械力等を
用いてその危険を排除し、安全な場所に救
助する活動。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「消防白書」消防庁 平成１３年 毎年
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４５交通事故
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

交通事故
発生件数
（件）

交通事故
死者数
（人）

運転免許人口
（人）

保有自動車数・
保有車両
（両）

全 国 ９４７１６９ ８７４７ ７５５５０７１１ ７５５２４９７３

北 海 道 ３０５３１ ５１６ ３２２１３６０ ３５９０６７４
青 森 県 ９４５０ １１０ ８４２４３５ ９６４６１７
岩 手 県 ５７２６ １４９ ８１２６５６ ９４８２０７
宮 城 県 １２６５１ １５６ １４０５８９４ １４９７９５０
秋 田 県 ５２５２ ７５ ６８２２９０ ８０８０５９

山 形 県 ８５４６ ８６ ７５８８７９ ８９４４０５
福 島 県 １５６９１ ２１０ １２６４１１８ １４９６５５７
茨 城 県 ２５１５４ ３４４ １９０５９９０ ２２５８９９７
栃 木 県 １５６９９ １９１ １２９９９５８ １５１７４９２
群 馬 県 １９１８６ １８０ １３３１４１９ １６４３８９４

埼 玉 県 ５２２６４ ３７８ ４１７２３４８ ３７０５０１０
千 葉 県 ３７６５０ ３９０ ３５７３７７３ ３２５６５５５
東 京 都 ９００１２ ３５９ ６５５９９２９ ４６２３０１７
神 奈 川 県 ６９０９７ ３２４ ４９９９２３４ ３８５９２２５
新 潟 県 １５００９ ２２７ １５２１１２０ １７１７７５９

富 山 県 ８２１１ ８８ ７０９３０１ ８３９９４９
石 川 県 ９５２３ １０８ ７２０４７２ ８２６００２
福 井 県 ５４９６ ６１ ５０８７３５ ６１５６７９
山 梨 県 ７４８９ ９７ ５６６０８２ ６９２５０７
長 野 県 １４５８０ １９８ １４３０７８６ １７８９１１４

岐 阜 県 １４５８９ ２２４ １３３８５２９ １５６２８１９
静 岡 県 ４２３７４ ３０７ ２３９７７４６ ２６４６６２３
愛 知 県 ５６８６４ ４０３ ４４４５５２７ ４６８１２３９
三 重 県 １２４６７ ２２１ １１７６６３７ １３６１６０６
滋 賀 県 ９８４６ １４５ ８４２９９６ ８８６２４４

京 都 府 １９５２３ １６４ １５２０８０３ １３３５５３９
大 阪 府 ６３６７１ ３２７ ４７５５７３４ ３７７０７６３
兵 庫 県 ４２７１９ ３３６ ３２００００５ ２８５４６８９
奈 良 県 ９４６６ ９０ ８８０３０３ ７９３６４８
和 歌 山 県 ９２２８ ９７ ６８１４０３ ７１８９３９

鳥 取 県 ３１７２ ６１ ３６６４４９ ４３５７３４
島 根 県 ３３７６ ７２ ４５２３９３ ５２０７９５
岡 山 県 １８６１８ １９０ １２２５９８６ １３９９３２２
広 島 県 ２２２７６ ２５１ １７４５３１１ １７４０９７７
山 口 県 １０３４３ １５２ ９０９３３８ １０１８３３５

徳 島 県 ６８２２ ８５ ５１９９００ ５９１８８２
香 川 県 １１６７２ １３４ ６５１４２０ ７１７３９３
愛 媛 県 １１８６０ １４２ ９１０４８９ ９６０８０１
高 知 県 ５４２１ ７６ ４９６５９９ ５５１３５３
福 岡 県 ４９５４５ ３３４ ２９３０３６８ ２９８７８６５

佐 賀 県 １０５８４ ８４ ５３５８１６ ６０３２８８
長 崎 県 ８５３０ ７４ ８２１６９７ ８６９５３９
熊 本 県 １２９８８ １４１ １１２４８５４ １２２０１６９
大 分 県 ８０９４ ９３ ７３６９５８ ８２７４２４
宮 崎 県 ７４２４ ９１ ７３８３２７ ８５６３４９

鹿 児 島 県 １３３６５ １２８ １０８９４５８ １２２８２０５
沖 縄 県 ５１１５ ７８ ７６８８８６ ８３７７６４

埼玉県の順位 ５ ４ ５ ５

� くらしと生活環境

96



一時停止
10.9％

駐停車
25.1％

飲酒運転
4.1％

最高速度
28.3％

送致・告知件数
270,955件

その他
24.6%

通行禁止
7.1％

通行禁止
7.1％

主な道路交通法違反行為別の送致・告知件数構成比（車両等の違反）（平成１３年）

資料：「平成１３年の犯罪」警察庁

概要
「交通年鑑」によると、平成１３年に埼玉
県で発生した交通事故は、人身事故５２，２６４
件（全国第５位）、死者３７８人（全国第４位）、
負傷者６５，３１３人で、前年と比較して死者は
１１人減少したものの、人身事故、負傷者と
もに約３％増加し、本県の交通統計史上最
高を記録しました。
平成１３年末現在の運転免許人口は前年に
比べて５万５，９５２人（１．４％）増加し４１７万
２，３４８人（全国第５位）となりました。男
女別で見ると、男性は２４８万８，７９９人で全体
の５９．６％を、女性は１６８万３，５４９人で４０．４％
を占めており、男女差は年々縮小していま
す。
「陸運統計要覧」によると、平成１３年３
月３１日現在の埼玉県内の保有自動車数は前
年より６万台増えて３７１万台となり、前年
と同じく全国第５位でした。
「平成１３年の犯罪」によると、平成１３年
の埼玉県内の道路交通法違反による送致・
告知件数（車両等の違反）は２７０，９５５件で、
そのうち最も多いのは最高速度違反の
７６，６０８件でした。ついで駐停車違反６８，０１９

件、一時停止違反２９，４０７件が多くなってい
ます。

交通事故
道路交通法第２条第１項第１号に規定さ

れている、道路上において車両、路面電車
及び列車（軌道車）の交通によって起こさ
れた、人の死亡又は負傷を伴った事故及び
物的損害を伴った事故をいう。

死亡（死者）
交通事故の発生から２４時間以内に死亡し

たもの。

保有自動車数
登録車両（トラック・バス・乗用車・特

種（殊）用途車）＋小型二輪車＋軽自動車

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「交通年鑑」県警察本部
＊３「交通年鑑」県警察本部
＊４「陸運統計要覧」国土交通省

平成１３年
平成１３年１２月末
平成１３年３月３１日

毎年
毎年
毎年
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４６犯罪
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

刑法犯
認知件数
（件）

刑法犯
検挙件数
（件）

刑法犯
検挙人員
（人）

検挙人員のうち
少年
（人）

全 国 ２７３５６１２ ５４２１１５ ３２５２９２ １３８６５４

北 海 道 ９２８３２ １３３６９ １０３０２ ４２５８
青 森 県 １７０５１ ４２２６ ２９７９ １５３７
岩 手 県 １５１２５ ３５６２ ２３７７ １０２１
宮 城 県 ４９８８７ １００８１ ６１２７ ３０４６
秋 田 県 １２７６８ ４７２０ ２８７４ １２５６

山 形 県 １３０２９ ４１５２ ２５４０ １２００
福 島 県 ３５０６９ ９８６８ ５１９５ ２４１７
茨 城 県 ６０６８１ １１８７０ ５９５７ ２５９１
栃 木 県 ３６３２１ ６３３２ ３７７３ １４７１
群 馬 県 ３２５４４ ９２５６ ４１１３ １６３４

埼 玉 県 １７０９６３ ２５０１９ １４０１７ ７０５１
千 葉 県 １６４７２１ ２４１３１ １２２１０ ５７７０
東 京 都 ２９２５７９ ７５２８８ ４７０２６ １３４５４
神 奈 川 県 １７９６９２ ３７５３１ ２２４１１ ９１６０
新 潟 県 ３３２０５ ９６９３ ５３３７ ２５３４

富 山 県 １７６６０ ３８４５ ２８７８ １３８６
石 川 県 １６８０５ ３９３９ ２２８４ １０６３
福 井 県 １１６７１ ３５００ ２０４３ ９７３
山 梨 県 １３７６１ ２０３３ １４６９ ６１９
長 野 県 ３４７６４ ７２３９ ４５２２ ２２９６

岐 阜 県 ４８０８８ ６５４８ ３６６１ １８８０
静 岡 県 ５９５５６ １４８４４ ９３６８ ４２２１
愛 知 県 １９０２１２ ３０３９８ １４５３２ ６３９６
三 重 県 ３９２４６ ７２８０ ３７５４ １７１５
滋 賀 県 ３１２５８ ５６２９ ２６６９ １４１２

京 都 府 ６３０５１ １３７６６ ８６３６ ３５９９
大 阪 府 ３２７２６２ ３７４９７ ３１０１５ １２１９０
兵 庫 県 １２９１９７ ２１７９９ １５８００ ７３８３
奈 良 県 ３１１６３ ７９０２ ３０２２ １２４４
和 歌 山 県 ２４２７３ ４４４６ ２１５１ ８２４

鳥 取 県 ７４６８ ２８８９ ２１６７ １１２５
島 根 県 ８６９５ ３１６６ １６２０ ７１５
岡 山 県 ３７６７８ １０５７２ ６４０６ ３０５１
広 島 県 ５９３５２ １３２５１ ８１７９ ３７４８
山 口 県 ２５３１７ ７７５３ ４４４０ １９５９

徳 島 県 １１１８１ ５１５５ ２０６３ ９３３
香 川 県 １５７４４ ４３８５ ２６６４ １２８９
愛 媛 県 ２６９８７ ６３８１ ３９１９ １７３１
高 知 県 １２９４１ ５２６６ ２１３７ ９９９
福 岡 県 １５７７４９ ２４２５９ １４２２１ ７０７０

佐 賀 県 １２３９１ ３９６０ ２３２５ １１４８
長 崎 県 １４０９７ ５８３７ ３７２７ １６７５
熊 本 県 ２７０３４ ９００３ ４３９１ ２２６２
大 分 県 １５６２５ ３８２５ ２６４０ １３１１
宮 崎 県 １５５８８ ４７５７ ２３４０ １００７

鹿 児 島 県 １９９０５ ６６２５ ３６６７ １８５２
沖 縄 県 ２３４２６ ５２６８ ３３４４ １１７８

埼玉県の順位 ５ ５ ７ ６
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年齢階級別・犯罪種別の検挙件数（平成１３年）

資料：「犯罪統計」県警察本部

概要
「平成１３年の犯罪」によると、平成１３年
の埼玉県の刑法犯認知件数（道路上の交通
事故に係る業務上（重）過失致死傷罪を除
く。）は、前年よりも１４，１２１件増えて１７０，９６３
件で過去最高となりましたが、前年と同じ
く全国第５位でした。これを罪種別に見る
と、窃盗犯が１４１，９１５件（前年比１１，９９８件
増）で全体の８３％を占め、以下粗暴犯４，５１５
件（同５２１件増）、知能犯１，３９１件（同７１件
減）、凶悪犯８３９件（同５９件増）、風俗犯７０４
件（同１５４件増）と続いています。
刑法犯検挙件数は前年より１，２２０件減っ

て２５，０１９件でしたが、全国順位は１つあ
がって第５位となりました。これを罪種別
に見ると窃盗犯が１７，２６３件で全体の６９％を
占め、以下粗暴犯２，０５０件、知能犯８２０件、
凶悪犯４７５件、風俗犯２９７件と続いています。
「犯罪統計」によると、平成１３年の埼玉
県内の年齢階級別の刑法犯検挙件数（解決
件数を除く。）では、１４～１９歳の少年によ
る犯罪が全体の２８．１％と最も多くなりまし
た。なお、この検挙件数を罪種別・年齢階
級別にみると、窃盗犯のうちの侵入盗で２０

～２９歳が最も多くなっています。
「平成１３年の犯罪」によると、平成１３年
の埼玉県の検挙人員は前年より１，２５１人増
えて１４，０１７人となりましたが、前年と同じ
く全国第７位でした。検挙人員のうち、少
年は前年よりも４９５人増えて７，０５１人となり、
検挙人員の５０％を占めています。

認知件数
警察において発生を認知した事件の数。

検挙件数
刑法犯において、警察で事件を送致・送

付又は微罪処分をした件数をいい、解決事
件（刑法犯として認知されていたが、何ら
かの理由により犯罪が成立しない又は訴
訟・処罰条件を欠くことが確認された事
件）の件数を含む。

少年
犯行時及び処理時の年齢がともに１４歳以

上２０歳未満の少年。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「平成１３年の犯罪」警察庁ホームページ 平成１３年 毎年
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